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第１章 総論                                

 

１ はじめに 

 

 近年、行政を取り巻く社会環境は変化のスピードを増しており、少子高齢化

の進行や人口構造の変化に加え、デジタル化の進展により、市民ニーズはます

ます多様化・複雑化してきています。そして、福祉、子育て、防災、地域振興

など各分野においては、より専門的かつきめ細かな対応が求められています。

また、市民の価値観やライフスタイルも多様化する中で、市民と行政との協働

による活動の重要性も高まっています。 

それに加え、本市では中部国際空港を有する地域特性を活かし、観光振興に

も積極的に取り組み、地域経済の活性化と魅力向上を図る施策を推進しており、

第６次常滑市総合計画の基本構想に掲げる目指すまちの姿「とことん住みたい 

世界とつながる 魅力創造都市」を実現するため、「安全」「安心」「成長」の

３つの視点から「みんなでつくる」まちづくりに取り組んでいるところです。 

 

そのような中、本市の定員管理については、これまで７次にわたり「常滑市

定員適正化計画（以下「計画」という。）」を策定し、社会情勢や市民ニーズの

変化に対応しながら計画的な職員採用及び人員配置を進めてきました。第７次

計画（令和３年度～令和７年度）では、第６次計画までに達成した無駄のない

スリムな体制を維持するため、会計年度任用職員や任期付職員など多様な雇用

形態を柔軟に活用し、限られた人的資源を最大限に活かす基盤を築きつつ、定

年引上げや育児休業取得者の増加などの職員を取り巻く環境の変化にも柔軟に

対応してきました。 

 

今後はさらに、ＡＩの活用を始めとするデジタル化の推進や業務プロセスの

見直しにより、行政サービスの利便性向上や内部事務の効率化を図りながら、

職員の働き方改革を一層推進し、安心して意欲的に働ける環境を整え、将来の

行政需要に柔軟に対応できる強固な体制を確立していく必要があります。 

 

このたび、第７次計画が期間満了となることから、令和８年度から令和 12

年度までの５年間を計画期間とする第８次常滑市定員適正化計画を策定します。

本計画では過去の取組みを継承しつつ、将来を見据えた柔軟で持続可能な職員

体制の確立を目指し、職員の適正な定員管理に努めていくこととします。 
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２ 職員の構成 

職員は、雇用形態等により、表１のとおり、常勤職員と非常勤職員に分ける

ことができます。 

モーターボート競走事業は、平成 28 年度に地方公営企業法を全部適用し、

専門的な業務に従事する一般行政職及び技能労務職をプロパー職員（各事業で

採用された職員）として採用しています。 

また、病院事業は平成 25 年度に地方公営企業法を全部適用した後、令和７

年度からは地方独立行政法人知多半島総合医療機構（非公務員型のため計画の

対象外）へと移行しており、市からは一般行政職員を数名派遣しています。 

 

表１ 職員の構成（各区分の職員にはプロパー職員が含まれますが、計画上は対象外） 

区分 
常勤職員 

（職員定数条例の対象） 
非常勤職員 

正規職員 

一般行政職（事務職、技術

職、保健師等）、保育職、消

防職、技能労務職 

－ 

定年前再任用職員※１ － 短時間勤務者 

暫定再任用職員※２ フルタイム勤務者 短時間勤務者 

任期付職員※３ フルタイム勤務者 短時間勤務者 

会計年度任用職員※４ － 短時間勤務者 

※１ 60 歳に達した日以後定年前に退職した職員を、本人の希望により、定年まで短時間

勤務の職に再任用するもの 

※２ 定年の段階的引上げ期間中の経過措置として、定年後の職員をフルタイム勤務又は

短時間勤務に再任用（任期は１年以内で 65歳到達年度までは更新可）するもの 

※３ 専門的な知識経験または優れた識見を有する者等を一定期間活用するため、任期を

定めて採用するもの 

※４ 令和２年４月１日に新たに創設され、地方公務員法において「一会計年度を超えな

い範囲内でおかれる非常勤の職」とされているもの 

 

３ これまでの取組実績と職員数の推移 

（１）これまでの取組実績 

ア 第１次から第６次計画までの取組実績 

表１の正規職員のうち常勤職員を対象としており、表２のとおり、第１

次から第４次までは計画どおり職員を大幅に削減してきました。第５次で

は、プロパー職員の採用が増えたことから、削減目標と比べ 10 人超過し

ましたが、全体の職員数は減少しました。なお、第５次まではプロパー職

員を含み、第６次ではプロパー職員を除いて集計していますが、再任用職

員の大幅な減少を正規職員で補充していること及び技能労務職の退職不補

充により不足する職員を一般行政職で補充していることから、第６次計画
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全体の職員数としては、第５次と比べてやや減少し、ほぼ目標どおりの実

績となりました。 

 

表２ 第１次から第６次計画の目標と実績（各年度４月１日現在）   （単位：人） 

 

※ 再任用職員、プロパー職員を除く（第５次まではプロパー職員含む） 

 

イ 第７次計画の取組実績 

第７次計画では、再任用職員及び任期付職員を対象に含み、また、病院

事業及びモーターボート競走事業のプロパー職員については対象から除い

ています。（各事業との人事交流職員（以下「交流職員」という。）は、計

画に含めています。） 

正規職員については、表３のとおり、令和７年度実績で、560 人の目標

に対して実績は 544 人となり、目標を 16 人下回りしました。 

再任用職員については、定年引上げにより定年退職者数が減少している

ものの、これまで再任用していた職員が任期満了となったため、令和２年

度実績に比べ、令和７年度は 32 人の大幅な減少となりました。 

 

表３ 第７次計画（令和２～７年度）の目標と実績＜プロパー職員を除く＞  （単位：人） 

 

※ 各年度４月１日現在 

※ 第７次計画は、定年引上げによる影響や長期育児休業取得者の代替職員の正規職員化

による職員増を考慮し、令和６年２月に改正しました。そのため、令和５年度までは

改正前の目標値、令和６年度以降は改正後の目標値を表記しています。 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績
一般行政職 439 425 424 382 367 320 304 270 264 274 300 299
保育職 150 145 145 142 145 134 126 120 112 113 108 107
消防職 94 92 94 100 100 93 91 86 87 86 91 91
技能労務職 129 115 113 93 71 66 51 48 38 38 8 8

合　計 812 777 776 717 683 613 572 524 501 511 507 505

区分
第6次（R3）第１次（H14） 第２次（H18） 第３次（H22） 第４次（H24） 第５次（H28）

R２ R８

実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標
正規職員 285 300 299 309 313 311 327 341 340 345 347 350 62

再任用職員 22 15 15 6 6 5 6 3 3 3 5 2 ▲ 17
計 307 315 314 315 319 316 333 344 343 348 352 352 45

正規職員 113 108 107 110 105 113 104 104 102 113 96 119 ▲ 17
再任用職員 5 4 4 3 3 2 2 2 2 2 2 1 ▲ 3

計 118 112 111 113 108 115 106 106 104 115 98 120 ▲ 20
正規職員 91 91 91 92 91 94 94 95 96 96 96 99 5

再任用職員 3 5 5 4 4 3 5 4 4 4 2 1 ▲ 1
計 94 96 96 96 95 97 99 99 100 100 98 100 4

正規職員 9 8 8 8 9 5 6 6 6 6 5 6 ▲ 4
再任用職員 12 11 11 8 9 7 9 6 6 4 1 3 ▲ 11

計 21 19 19 16 18 12 15 12 12 10 6 9 ▲ 15

正規職員 498 507 505 519 518 523 531 546 544 560 544 574 46

再任用職員 42 35 35 21 22 17 22 15 15 13 10 7 ▲ 32
計 540 542 540 540 540 540 553 561 559 573 554 581 14

合計

区分
R7とR2
の比較

一般
行政職

保育職

消防職

技能
労務職

R３ R４ R５ R６ R７
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（２）職員数の推移 

 現在の職員数は、図１のとおり、令和２年度に比べて若干増加傾向にありま

す。令和５年度からは、男性職員を含め、育児休業を取得しやすい環境を整え

るため、長期の育児休業取得者の代替職員を正規職員で配置できるよう採用を

進めてきたことから増加の傾向が続いています。 

 

図１ 職種別職員数の推移（再任用職員を含み、プロパー職員を除く） （単位：人） 

 

※ 各年度４月１日現在 
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４ 国、県等の動向と類似団体との比較 

（１）国、県等の動向 

＜国の動向＞ 

○ 国は、令和７年度以降、５年間で５％以上の定員を合理化することを基本

とし、令和 11 年度末までの間に、社会経済情勢の変化等に応じて生じる

行政需要に適切に対処しつつ、デジタルの力をいかして、人手不足が深刻

化する中、定員を増やさず行政サービスを持続できる環境を整備するとし

ています。（平成 26 年 7 月 25 日閣議決定「国の行政機関の機構・定員管

理に関する方針（令和６年６月 28 日一部変更）」から） 

〇 上記方針に基づき、各府省は、令和７年度から令和 11 年度までの各年度

において、定員合理化目標数の５分の１の員数の定員を合理化することを

基本としています。（「令和７年度から令和 11 年度までの定員合理化目標

数について（内閣人事局長通知）」から） 

 

＜県の動向＞ 

○ 県は、これまでの「スピーディーでしなやかな県庁」という方向性は継続

しつつ、ＤＸの更なる推進等により、取組内容を一層充実し、コミュニケ

ーションから始まる改革の取組み「コミュニケーション・ドリブン」を推

進し、「スピーディーでしなやかな県庁のアップグレード」を目指すとし

ています。 

〇 また、県が取り組むべき重要施策を着実に推進するため、必要となる人員

を適切に確保するとともに、引き続き事務事業の見直しや業務改善に取り

組み、定年引上げに伴う職員構成の変化等を踏まえ、効率的かつ効果的な

人員配置に努めるとしており、これにより職員定数を適正に管理するとし

ています。その際、県庁全体として業務量に応じた最適な人員配置を実現

する観点から、局や所属間の再配置を積極的に推進するとしています。 

（令和６年 12 月「あいち行革プラン 2025」より） 

 

＜地方公共団体の動向＞ 

○ 地方公共団体の総職員数は、平成６年をピークとして減少し続け、平成 28

年度以降は横ばいから微増傾向で推移しています。一般行政部門では、子

ども子育て支援やデジタル化、生活保護、観光への対応等で増加しており、

教育部門では、35 人学級編成や特別支援学級の増加等により増加していま

す。また、消防部門でも、救急体制の拡充や消防力の充実・強化により増

加しています。（令和６年地方公共団体定員管理調査結果から） 
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（２）類似団体※との比較 

愛知県内の類似団体と比較して、本市の状況は表４のとおりです。各自治体

の職員数は、各自治体における事業内容や財政規模のほか、地形や人口構成等

により変わることから単純比較はできませんが、多くの分野で他自治体に比べ

職員数が少ない状況です。 

 

表４ 愛知県内の類似団体との部門別比較              （単位：人） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和７年４月１日現在 

（消防における11市平均は、蒲郡、犬山、江南、大府、知多、愛西の６市の平均値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※類似団体とは 
市町村を人口と産業構造（産業別就業人口の構成比）により分類し、適正な定員管

理の参考指標となるもので、本市はⅡ−２（人口５万人以上 10 万人未満で、産業別
就業人口は二次産業・三次産業が 90％以上かつ三次産業が 65％未満の市）に分類さ
れます。 

Ⅱ−２に分類される市は、県内に 12 市、全国に 76 市あります（令和６年４月１日
現在の本市を含む数）。 

自治体名 議会 総務 税務 民生 衛生
労働

農業 
水産 商工 土木 計 

碧南市 5 102 26 138 23 13 10 48 365 109 0 60 
蒲郡市 6 116 34 237 77 14 19 61 564 60 112 88 
犬山市 4 94 30 181 36 7 11 37 400 44 111 50 
江南市 6 88 39 234 44 9 12 49 481 32 106 51 
大府市 7 120 34 260 36 11 8 45 521 79 114 31 
知多市 7 111 31 230 64 10 13 41 507 39 103 47 
知立市 7 78 28 223 25 8 6 61 436 37 0 37 
豊明市 6 93 28 171 27 8 6 31 370 43 1 24 
愛西市 5 100 28 100 26 10 1 36 306 43 103 44 
みよし市 5 105 24 136 36 19 6 24 355 58 0 23 
あま市 5 109 34 217 42 7 13 24 451 57 0 53 
11 市平均 6 101 31 193 40 11 10 42 432 55 108 46 
常滑市 6 86 28 139 38 12 21 28 358 33 95 77 

公営企
業等会
計(病院
除く)

区分

教育 消防

普通会計 
一般会計
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５ 職種別の現状と課題 

 各課への職員数見込調査等を踏まえ、職種別に現状と課題を整理しました。 

 

（１） 一般行政職 

○ 各課に実施した職員数見込調査では、令和 13 年度までに、防災や地域公共

交通対応、福祉分野の専門職等で、計画期間中において年間最大 17 人の増

員要望がありました。 

○ 職員不採用の時期があったため年齢構成の偏在が課題でしたが、職員数が

極端に少ない時期の職員が徐々に定年を迎え、偏在は解消しつつあります。 

○ 平均年齢は、50 代後半職員が少ないことから、令和２年度は 38.0 歳と低い

状況でしたが、令和７年度は 38.4 歳となり、徐々に上がってきています。 

○ 正規職員の女性割合は、令和２年度には 40.9％でしたが、令和７年度は

41.8％と増加しています。男女共同参画の観点から、引き続き女性職員の

採用を推進していく必要があります。 

○ 再任用職員は、令和２年度の 22 人から、令和７年度は５人となり、定年延

長制度が完成する令和 13 年度までは引き続き少ない状況が見込まれます。 

 

図２ 一般行政職の推移（プロパー職員含まず）          （単位：人） 

 

※ 各年度４月１日現在 

 

図３ 一般行政職の年齢別職員数   令和７年４月１日現在    （単位：人） 
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（２） 保育職 

○ 各課に実施した職員数見込調査では、令和 13 年度までに、計画期間中にお

いて年間最大で 14 人の増員要望がありました。 

○ 年齢構成が偏在していることから、職員採用は受験資格年齢を引き上げる

ことにより年齢構成の均衡に努めています。 

○ 低年齢児保育への需要の高まりや支援が必要な児童への保育など多様化す

る保育サービスに対応するため、引き続き正規職員の採用に努めます。 

○ 特別な支援を必要とする児童の割合が増加傾向にあり、加配保育士の需要

が増えてきています。 

○ 幼・保育園、認定こども園は、現在、公立が 10 園（令和７年度末閉園の青

海こども園を除く）、私立が６園あり、地域型保育事業所が５箇所あります。

公立保育園は、就学前児童の減少や施設の老朽化に伴い、再編・統合を進

めていく計画です。 

 
図４ 保育職の推移                       （単位：人） 

 
※ 各年度４月１日現在 

 
図５ 保育職の年齢別職員数   令和７年４月１日現在      （単位：人） 
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（３） 消防職 

○ 各課に実施した職員数見込調査では、令和 13 年度までに、計画期間中にお

いて年間最大 13 人の増員要望がありました。 

○ 消防署及び南出張所を 24 時間体制で、空港出張所を日勤体制で運用すると

ともに、知多広域消防指令センターへの派遣など知多管内や県等との人事

交流を実施しています。 

○ 火災発生件数は令和２年以降、ほぼ横ばいで推移しています。 

○ 救急出動件数は、新型コロナ感染拡大により一旦は減少しましたが、その

後は徐々に増加し、令和６年は過去最高の出動件数となりました。 

○ 新型コロナ収束後は、愛知県国際展示場における大規模な催事に伴う立入

検査等の予防業務が大幅に増加しています。 

○ 職員不採用の時期が約 10 年あったことから年齢構成が偏在しており、その

対応が必要になっています。 

○ 第４次男女共同参画基本計画では、令和８年度当初の消防職員に占める女

性割合の目標を５％としており、女性消防職員の採用に努めてきましたが、

現状は２人のため、引き続き女性消防職員の採用の推進が求められます。 

 

図６ 消防職の推移                       （単位：人） 

 

※ 各年度４月１日現在 

 

図７ 消防職年齢別職員数   令和７年４月１日現在       （単位：人） 
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（４） 技能労務職 

○ 技能職として運転手が２人、労務職として用務員が４人います。 

○ 水道事業における検針業務や給食センターでの調理業務の民間委託により、

以前は市職員であった検針徴収員や調理士、調理員などの職種は、現在は

ありません。 

○ 技能労務職に求められる業務は、真に正規職員でなければできない業務で

はないため、退職不補充を原則とし、会計年度任用職員の活用を図ってい

ます。 

○ 定年が近い職員もおり、今後も減少が見込まれるため、更なる民間委託の

活用等の検討も必要です。 

 
図８ 技能労務職の推移（プロパー職員含まず）          （単位：人） 

 
※ 各年度４月１日現在 

 

図９ 技能労務職員の年齢別職員数   令和７年４月１日現在   （単位：人） 
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６ 育児に関する休業制度利用者数の推移 
（１）育児休業制度 

 

 

 

育児休業制度の利用者は、増減はあるものの、概ね横ばいで推移しています。 

近年、男性の育児休業取得者が増加していますが、短期間の取得者が多いた

め、下表の数値にはほとんど反映されていません。今後は、制度の拡充や女性

の社会進出などに伴い男性による長期間の育児休業者の増加が見込まれます。 

 

表５ 育児休業者数の推移                     （単位：人） 

区分 R2.4 R3.4 R4.4 R5.4 R6.4 R7.4 

一 般 行 政 職 12(0) 12(0) 13(1) 17(2) 14(0) 16(0) 

保 育 職 18(0) 14(0) 10(0) 11(0) 10(0) 11(0) 

消 防 職 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 1(1) 

技 能 労 務 職 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 

合  計 30(0) 26(0) 23(1) 28(2) 24(0) 28(1) 

※各年度の値は４月１日時点の数 

※（ ）内は男性で育児休業制度を利用した職員数の内数 

 

 

 

 

 

（２）育児短時間勤務制度 

 

 

 

育児短時間勤務制度は、勤務時間が決められた３種類の勤務形態から選択す

るため、（３）部分休業制度に比べ働き方の自由度が少なく利用者は限られて

います。これまでの利用者数を見る限り、この傾向は今後も変わらないことが

見込まれるため、引き続き限られた職員のみの利用が想定されます。 

３歳未満の子を養育するとき、その子が３歳に達する日まで取得できる

休業制度 

小学校就学前の子を養育するため、３種類の勤務形態から選択し、希望

する日及び時間帯に勤務することができる短時間勤務制度 
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表６ 育児短時間勤務制度利用者数の推移（利用者は全て女性）   （単位：人） 

区分 R2.4 R3.4 R4.4 R5.4 R6.4 R7.4 

一般行政職 0 2 2 2 2 1 

保 育 職 0 0 0 0 0 0 

消 防 職 0 0 0 0 0 0 

技能労務職 0 0 0 0 0 0 

合  計 0 2 2 2 2 1 

※各年度の値は４月１日時点の数 

 

 

 

（３）部分休業制度 

 

 

 

 

部分休業制度は、（２）育児短時期間勤務制度と違い、その日の業務量等によ

り勤務しない時間を自分で決めることができるため、多くの職員が利用してい

ます。近年は男性の利用者も増えており、今後は女性の社会進出の増加により、

益々男性の利用者の増加が見込まれます。 

 

表７ 部分休業制度利用者数の推移                （単位：人） 

区分 R2.4 R3.4 R4.4 R5.4 R6.4 R7.4 

一般行政職 7(1) 6(1) 10(1) 9(1) 12(3) 13(2) 

保 育 職 11(0) 11(0) 12(0) 11(0) 11(0) 8(0) 

消 防 職 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 

技能労務職 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 

合  計 18(1) 17(1) 22(1) 20(1) 23(3) 21(2) 

※各年度の値は４月１日時点の数 

※（ ）内は男性で部分休業制度を利用した職員数の内数 

 

 

  

小学校就学前の子を養育するため、正規の勤務時間の一部または全部で

勤務しないことができる制度（２種類の勤務形態のいずれかを年度ごとに

選択） 
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７ 定年退職者数等の見込み 

地方公務員法の改正により、令和５年度からは地方公務員の定年が 60 歳か

ら 65 歳まで２年に１歳ずつ段階的に引上げられています。 

 

（１）定年退職者数の見込み 
定年が 60 歳から 65 歳まで２年に１歳ずつ段階的に引上げられているため、

２年ごとに定年退職者がいない年が発生します。令和 12 年度末までの定年退

職者数はそれほど多くない状況で推移していく見込みです。 

 

表８ 職種別の定年退職者数の見込み                    （単位：人） 

区分 R7.3 R8.3 R9.3 R10.3 R11.3 R12.3 R13.3 計 

一般行政職 0 1 0 2 0 3 0 6 

保 育 職 0 1 0 0 0 0 0 1 

消 防 職 0 1 0 0 0 0 0 1 

技能労務職 0 1 0 1 0 0 0 2 

計 0 4 0 3 0 3 0 10 

定年年齢 62 歳 63 歳 64 歳 65 歳 - 

※ 各年度３月 31日現在 

 
 
 
（２）60 歳以上職員数の見込み 

令和９年度までは 60 歳以上の職員はそれほど多くありませんが、令和 10 年

度以降は一般行政職において新たに 60 歳を迎える職員が増えることから、全

体として 60 歳以上の職員数も増加する見込みです。 

表９ 職種別の 60 歳以上職員数の見込み              （単位：人） 

区分 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 

一般行政職 6(2) 6(2) 8(3) 13(6) 18(6) 22(5) 33(13) 

保 育 職 3(1) 2(0) 1(0) 3(2) 5(2) 4(0) 4(0) 

消 防 職 3(1) 1(0) 1(0) 1(0) 1(0) 0(0) 0(0) 

技能労務職 2(1) 3(1) 3(0) 3(1) 4(1) 3(0) 2(0) 

計 14(5) 12(3) 13(3) 20(9) 28(9) 29(5) 39(13) 

※ 各年度４月１日現在 

※（ ）内は当該年度の前年度に新たに 60歳を迎える職員数の内数 

 
 
 
（３）再任用職員数の見込み 

50 代後半の職員数が少なく、定年が延長された影響もあり、再任用職員数は

それほど多くなく、今後も横ばいから微減傾向で推移していく見込みです。 
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表 10 職種別の再任用職員数の見込み               （単位：人） 

区分 再任用 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 

一般 

行政職 

暫定 4 3 3 2 3 2 3 

定年前 1 0 0 0 0 0 0 

計 5 3 3 2 3 2 3 

保育職 

暫定 2 1 1 1 1 0 0 

定年前 0 0 0 0 0 0 0 

計 2 1 1 1 1 0 0 

消防職 

暫定 2 0 1 1 1 0 0 

定年前 0 0 0 0 0 0 0 

計 2 0 1 1 1 0 0 

技能 

労務職 

暫定 1 1 2 1 2 1 0 

定年前 0 0 0 0 0 0 0 

計 1 1 2 1 2 1 0 

計 

暫定 9 5 7 5 7 3 3 

定年前 1 0 0 0 0 0 0 

計 10 5 7 5 7 3 3 

※ 各年度４月１日現在 

※ 原則、定年までは退職せず継続するものとし、定年後は暫定再任用として試算。 
 

 

 

  
【参考：公務員の定年引上げに関する変更について】 
地方公務員の定年年齢引上げとともに、管理監督職勤務上限年齢制及び定年前再

任用短時間勤務制を合わせて導入しました。 
① 管理監督職勤務上限年齢制とは、役職定年制と呼ばれるもので、管理職以上

の職員は、特別の事情がある場合を除いては、60 歳に達した日以後の最初の
４月１日に管理職以外の職に降任する制度。 

② 定年前再任用短時間勤務制とは、60 歳以上で定年前の職員が退職する場合
に、本人の意向を踏まえ、従前の勤務実績による選考により、短時間勤務の
職に再任用することができる制度。定年引上げが完成する令和 13 年度末まで
の間は、従前の再任用制度は継続する（暫定再任用制度）。 
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第２章 基本方針と目標                                

 

１ 基本方針 

多様化・複雑化する行政サービスへのニーズに的確に対応するとともに、効

率的・効果的に行政サービスを提供するため、職務を遂行する職員の適正な定

員を管理するにあたり、以下のとおり基本方針を整理しました。 

 

○ 無駄のないスリムな体制を維持するため、職員の採用にあたっては、退職

補充を原則とする一方で、市民ニーズや社会情勢等の変化への対応に必要

な人員は確保します。 

○ 定年が２年に１歳ずつ段階的に引上げられ、２年ごとに定年退職者がいな

い年が発生しますが、退職者が少ない年にあっても、必要な行政サービス

を将来にわたり安定的に提供するため、新規採用を継続的に実施します。 

○ 男女共同参画社会の実現に向け、引き続き、女性の採用を推進します。 

○ 限られた職員の効果的な配置や業務の種類・性質に応じた多様な雇用形態

の柔軟な活用等により、安定した職員構成となるように努めます。 

○ 病気休職や短期間の育児休業などによる期間が限定的な欠員については、

復職までの間は原則、会計年度任用職員の活用により対応します。 

○ 職員定数条例については、本計画との整合性を図りながら、必要に応じて

見直します。 

 

 

２ 計画の期間 

 令和８年４月１日～令和 13 年４月１日（５年間） 

 

 

３ 計画の対象 

本計画では、再任用職員及び任期付職員を含む一般行政職、保育職、消防職

及び技能労務職を対象とします。 

なお、地方公営企業法を全部適用しているモーターボート競走事業について

は、事業の性格上、プロパー職員を採用していることから対象外としますが、

交流職員については、計画に含めることとします。 

 

※病院事業は、令和７年度から地方独立行政法人知多半島総合医療機構へと移

行したため対象外となりますが、医療機構への派遣職員は含みます。 
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４ 職種別の方針 

（１）一般行政職 

〇 類似団体の状況や各課の要望等を踏まえながら、年齢構成や定年延長によ

り減少が見込まれる退職者数も考慮して採用します。 

〇 市民ニーズや社会情勢等の変化への対応などにおいて組織体制の見直しを

行う場合には、見直し状況を踏まえて、必要となる人数を採用します。 

〇 育児休業を取得しやすい環境を整えるため、長期の育児休業取得者の代替

職員を正規職員で配置できるよう採用します。 

 

（２）保育職 

〇 多様化する保育ニーズに的確に対応していくため、必要となる人数につい

て、年齢構成を考慮した上で採用します。 

〇 令和８年度から実施する“こども誰でも通園制度”や低年齢児保育、特別

な支援を必要とする児童への対応など、多様化する保育サービスに対応で

きるよう職員を採用します。 

〇 育児休業を取得しやすい環境を整えるため、長期の育児休業取得者の代替

職員を正規職員で配置できるよう採用します。 

〇 公立保育園の再編・統合計画に合わせ、必要な人数を採用します。 

 

（３）消防職 

〇 増加する救急出動件数や愛知県国際展示場での大規模な催事に伴う予防業

務等に的確に対応するために必要となる人数を採用します。 

〇 職員不採用による年齢構成の偏在が起こらないよう、今後 10 年程度は定

年退職者が発生しませんが継続して職員を採用します。 

〇 女性消防職員について、積極的な採用に努めます。 

〇 育児休業を取得しやすい環境を整えるため、長期の育児休業取得者の代替

職員を正規職員で配置できるよう採用します。 

 

（４）技能労務職 

〇 真に正規職員でなければできない業務ではないため、引き続き原則として

退職不補充とします。 

〇 退職不補充とする分の業務については、会計年度任用職員の活用を図ると

ともに、民間委託等についても検討します。  
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５ 目標とする職員数 

 「１ 基本方針」及び「４ 職種別の方針」に基づき、職種別・年度別の目

標職員数を表 11 及び図 10 のとおり定め、目標とする総職員数を 582 人としま

す。 

 

表 11 職種別・年度別の目標職員数                （単位：人） 

※プロパー職員を除く 

※R7 は実績値、R8は R7.12 末時点の見込数、R9以降は各年度４月１日の目標値 

 

 

図 10 再任用職員を含めた職種別・年度別の職員数の見込み       （単位：人） 

 

347 359 361 363 363 365 364

96 91 100 102 104 106 108

96 100 100 101 102 103 1045 5 4 4 3 3 310 5 7 5 7 3 3

0

100
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500
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700

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

再任用職員

技能労務職

消防職

保育職

一般行政職

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

正規職員 347 359 361 363 363 365 364 17
再任用職員 5 3 3 2 3 2 3 ▲ 2

計 352 362 364 365 366 367 367 15
正規職員 96 91 100 102 104 106 108 12
再任用職員 2 1 1 1 1 0 0 ▲ 2

計 98 92 101 103 105 106 108 10
正規職員 96 100 100 101 102 103 104 8
再任用職員 2 0 1 1 1 0 0 ▲ 2

計 98 100 101 102 103 103 104 6
正規職員 5 5 4 4 3 3 3 ▲ 2
再任用職員 1 1 2 1 2 1 0 ▲ 1

計 6 6 6 5 5 4 3 ▲ 3

正規職員 544 555 565 570 572 577 579 35

再任用職員 10 5 7 5 7 3 3 ▲ 7
計 554 560 572 575 579 580 582 28

R7とR13
の比較

区分

一般
行政職

保育職

消防職

技能
労務職

合計

554 
575 572 579 580 582 

560 
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表 12 職種別・年度別の目標職員数の内訳             （単位：人） 

 
 
図 11 人件費の見込み（一般会計）            （単位：百万円） 

 

R7→R8 R8→R9 R9→R10 R10→R11 R11→R12 R12→R13 計
退職 ▲ 4 ▲ 1 0 ▲ 2 0 ▲ 3 ▲ 10
採用 16 3 2 2 2 2 27
差引 12 2 2 0 2 ▲ 1 17
再任用期間満了等 ▲ 2 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 2 ▲ 8
新規再任用 0 1 0 2 0 3 6
差引 ▲ 2 0 ▲ 1 1 ▲ 1 1 ▲ 2
差引計 10 2 1 1 1 0 15

R7→R8 R8→R9 R9→R10 R10→R11 R11→R12 R12→R13 計
退職 ▲ 9 ▲ 1 0 0 0 0 ▲ 10
採用 4 10 2 2 2 2 22
差引 ▲ 5 9 2 2 2 2 12
再任用期間満了等 ▲ 1 ▲ 1 0 0 ▲ 1 0 ▲ 3
新規再任用 0 1 0 0 0 0 1
差引 ▲ 1 0 0 0 ▲ 1 0 ▲ 2
差引計 ▲ 6 9 2 2 1 2 10

R7→R8 R8→R9 R9→R10 R10→R11 R11→R12 R12→R13 計
退職 ▲ 1 ▲ 1 0 0 0 0 ▲ 2
採用 5 1 1 1 1 1 10
差引 4 0 1 1 1 1 8
再任用期間満了等 ▲ 2 0 0 0 ▲ 1 0 ▲ 3
新規再任用 0 1 0 0 0 0 1
差引 ▲ 2 1 0 0 ▲ 1 0 ▲ 2
差引計 2 1 1 1 0 1 6

R7→R8 R8→R9 R9→R10 R10→R11 R11→R12 R12→R13 計
退職 0 ▲ 1 0 ▲ 1 0 0 ▲ 2
採用 0 0 0 0 0 0 0
差引 0 ▲ 1 0 ▲ 1 0 0 ▲ 2
再任用期間満了等 0 0 ▲ 1 0 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 3
新規再任用 0 1 0 1 0 0 2
差引 0 1 ▲ 1 1 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1
差引計 0 0 ▲ 1 0 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 3

一般
行政職

保育職

消防職

技能
労務職

区　分

区　分

区　分

区　分

3,676 
3,967 3,961 4,041 4,016 4,059 4,048 
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６ 多様な雇用形態等の活用 

 職種別の課題等に適切に対応していくため、毎年度、正規職員の採用に合わ

せて多様な雇用形態等を検討し、効果的な活用に努めます。 

 

（１）定年延長職員及び再任用職員 

定年引上げにより 60 歳以上の定年延長職員の割合が高まることに加え、役

職定年制が導入されたことから、職員一人ひとりの意向にも配慮し、60 歳以上

の職員の能力や経験を生かせる配置に努めます。また、再任用職員については、

人事評価結果による選考を実施し、制度の適切な運用に努めます。 

 

（２）任期付職員 

 専門的知識を持つ職員等を期限付で採用する任期付職員について、新規採用

が困難な職種等での効果的な活用を図ります。 

 

（３）会計年度任用職員 

正規職員の病休や短期間の育産休等による欠員への緊急・臨時的な対応及び

正規職員の育児短時間勤務や部分休業等による補助的な対応のため、効果的な

活用を図りつつ、適正な管理に努めます。 

 

 

 

 

 

 

（４）その他 

ア 指定管理者制度 

公の施設を対象に、民間事業者等が有するノウハウを活用することにより、

市民サービスの質の向上を図り、また職員の削減につなげていくもので、現在、

次の施設を指定しており、今後も引き続き指定していく予定です。 

 

 

 

 

 

イ 民間委託等 

水道事業の窓口業務や検針、開閉栓の業務及び保育施設や放課後児童育成ク

ラブ事業の委託化を実施しています。今後も、効率的・効果的な業務運営が可

能な業務については委託化や人材派遣の活用を検討します。 

登窯広場、廻船問屋瀧田家、小脇公園、大曽公園・グリーンスポーツセンター、市民
文化会館、中央公民館、青海市民センター、南陵市民センター、図書館、常滑公園
（市体育館含む）、温水プール、りんくう海浜緑地 

【参考】会計年度任用職員の推移（モーターボート競走事業を除く） 
R2:537 人 R3:581 人 R4:610 人 R5:578 人 R6:571 人 R7:512 人 
※毎年度４月１日現在で、勤務時間数に関係なく人数をカウントしたもの 
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ウ 早期退職募集制度 

 国は、平成 25 年 11 月から年齢構成の適正化を通じた組織活力の維持等を目

的とした早期退職募集制度を導入しており、本市においても年齢構成の適正化

の観点から本制度の導入について検討します。 

 

 

７ 計画の推進にあたって 

全国的に少子化・人口減少が進行し、公務遂行に必要な能力を有する人材の

確保が難しくなってきていることから、働き方改革を進め、ワーク・ライフ・

バランスを考慮した働きやすい職場とすることで優秀な人材を確保するととも

に、職員研修を充実させ、職員の人材育成を図っていく必要があります。 
 
○ 毎年度、職員採用委員会において採用方策など総合的に検討します。また、

採用募集にあたり、SNS を活用するなど公務の魅力発信等の効果的な広報

活動に取り組みます。 
○ 職員を公正に評価し、意欲・能力を向上させるため、人事評価制度の適切

な運用を図ります。 
〇 開庁時間の変更により生み出された時間を活用し、職場におけるコミュニ

ケーションや面談等を積極的に実施することにより、職員の能力向上と意

欲増進など人材育成に努めます。 
○ 業務量が増大した部署への職員の重点配置や公営企業との人事交流、消防

職員の本庁への配属等職種を超えた人事異動など、柔軟な対応を図ります。 
○ 若手職員のＰＴ（プロジェクト・チーム）など、本来業務以外の業務にお

いて職員の興味やヤル気を喚起する取組みを進めます。 
○ 育児・介護休暇の取得促進などワーク・ライフ・バランスの推進や、メン

タルヘルス等職員の健康管理、ハラスメントの防止、女性の活躍推進など、

安心して働きやすい職場づくりに努めます。 
〇 育児等の家庭環境や職員一人ひとりの希望する働き方に配慮し、時差出勤

やフレックスタイム、在宅勤務等の制度導入について検討します。 
○ 職員の負担軽減や業務の効率化を図り、市民サービスを向上させるため、

デジタル化推進に向けた取組みを進めます。 
○ 限られた資源を効率的・効果的に活用するため、事務・事業の見直しによ

る行財政改革や DX を推進し、人件費の抑制に努めます。 
 

なお、今後の市民ニーズや社会情勢等の変化に的確に対応するため、計画期

間中においても、必要に応じて適宜計画を見直すものとします。  
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令和８年３月策定 

 

常滑市企画部職員課 

〒479-8610 常滑市飛香台３－３－５ 

ＴＥＬ：0569-47-6110 ＦＡＸ：0569-35-4329 

ＵＲＬ：http://www.city.tokoname.aichi.jp/ 

Ｅ-Mail：syokuin@city.tokoname.lg.jp 
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